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はじめに 

 

栃木市自治基本条例は、市民を中心としたまちづくりや市政運営

を行うことを目指し、その実現のために市の自治の最高規範として、

平成 24年 6月 1日に制定された。同条例は「施行の日から 5年を超

えない期間ごとに、この条例の規定を検証し、見直し等必要な措置

を講じなければならない」と定めており、その検証・見直しに当た

っては、栃木市市民会議が行うこととされている。 

栃木市市民会議では、平成 27年 5月以降計 11回の会議を開催し、

社会情勢の変化に条文が適合しているか、また市が同条例の趣旨に

沿った制度を整備し運用を行っているか、検証を進めてきた。 

今回、検証の結果を踏まえ、ここに提言を取りまとめたものであ

る。 
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１ 提言 

 

(1) 総括 

栃木市市民会議は、栃木市自治基本条例第４４条の規定に基づき、同条例

の施行状況及び同条例の改善に関する事項を検証した。具体的には、各条文

に沿って制度が整備されているかどうか、条例の趣旨に沿った市政運営がな

されているかどうかについて、市の資料をもとに検証を行った。 

改善に関する事項について、本条例の社会情勢の変化への対応状況を検証

したところ、関連する法律の改正が見込まれることから、改正後においては

改正法との整合を図る必要があるとの結論に至った。 

また、施行状況に関する事項について、関連する条例等の整備状況や実施

されている主な取組等を検証したところ、大部分の条項について、本条例の

趣旨に沿った運用がなされていることが確認できたものの、一部に改善の必

要性が見受けられた。 

そうした事項に関し、本条例の趣旨が生かされるよう改善を要望するもの

である。 
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(2) 改善に関する事項 

ア 青少年や子ども（第 12条関係） 

選挙権年齢等が「１８歳以上」に引き下げられ、成年年齢も現行の２０

歳から１８歳に引き下げる民法の改正案が国会に提出される見込である。 

同法改正案が国会において可決成立した場合、満２０歳未満の青少年や

子どもの権利等について規定した本条例第１２条の規定が、改正後の民法

の規定と整合がとれなくなるため、改正後の民法の施行期日に合わせ、本

条例第１２条第１項及び第２項の規定を改正されたい。 

 

(3) 施行状況に関する事項 

ア 条例の周知（第 2条関係） 

市民を中心としたまちづくりや市政運営を行う「市民自治」の実現とい

う条例の理念を、市の職員や指定管理者の職員等に理解してもらうため、

研修等の取組をさらに進めていただきたい。 

 

イ 危機管理（第 39条関係） 

防災無線及びコミュニティＦＭの整備の他、地域防災力を高めるため、

総合防災訓練、地域防災訓練を行っているが、平成２７年９月の関東・東

北豪雨の被害を受けた経験を踏まえて、大規模な災害に対しても、被害を

最小限に抑えられるよう対策を講じていただきたい。 

また、自然災害だけではなく、人為的な原因による災害への対策、とり

わけ情報セキュリティ対策なども、必要性が増していくものと思われるこ

とから、近年の自然環境の変化のみならず、社会の動向も踏まえながら、

今後の危機管理体制の強化につなげていただきたい。 
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２ その他 

第４０条（公益通報）の検証の中で、条例では市職員に内部通報を義務付

けているが、栃木市公益通報に関する事務処理要綱では努力義務としている

ことが判明した。本会議から市に対し、平成２８年２月２９日付で要綱見直

しの検討について要請したところ、平成２８年６月１０日に要綱が改正され、

内部通報に関する規定の整合が図られた。 
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参考 

・条文の検証状況 

 
見出し 関連する制度 

 前文 
 

－ 

第１条 (目的) － 

第２条 
(この条例の位置付

け) 
－ 

第３条 (定義) － 

第４条 (自治の基本理念) － 

第５条 (人権尊重の原則) 
○栃木市男女共同参画推進条例 

〇栃木市人権施策推進プラン 

第６条 
(自然との共生の原

則) 

○栃木市環境基本条例 

○栃木市環境都市宣言 

○栃木市環境基本計画 

第７条 (情報共有の原則) 
○本条例第２１条（情報共有）、第２２条（情報公

開）、第２３条（個人情報保護） 

第８条 (市民参加の原則) ○本条例第２４条（参画）、第２７条（審議会等） 

第９条 (協働の原則) ○本条例第２５条（協働） 

第１０条 (市民の権利) 
〇本条例第７条（情報共有の原則）、第８条（市民

参加の原則） 

第１１条 (市民の責務) 

〇本条例第２条（この条例の位置づけ）、第５条（人

権尊重の原則）、第６条（自然との共生の原則）、

第８条（市民参加の原則）、第９条（協働の原則） 

第１２条 (青少年や子ども) 

○栃木市子ども・子育て支援事業計画 

○栃木市教育基本計画 

○とちぎ高校生蔵部の取組み 

第１３条 (事業者の責務) 〇本条例第６条（環境への配慮） 

第１４条 (地域自治) ○栃木市地域づくり推進条例 

第１５条 (交流) 
〇中央区大江戸まつり盆おどり大会への参加 

〇北海道滝川市との交流 
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見出し 関連する制度 

第１６条 
(議会の権限と責

務) 

○栃木市議会基本条例 

○栃木市議会政治倫理条例 

○議会報告会資料 

第１７条 (議員の責務) 

○栃木市議会基本条例 

○栃木市議会政治倫理条例 

○議会報告会資料 

第１８条 (市長) ○市長の就任の宣誓に関する要領 

第１９条 (行政委員会等) 
○歌麿まつり（教育委員会と市長部局の連携） 

○農業関係者と農業委員の意見交換会 

第２０条 (市職員) 

○サイクリングイベントでの連携 

○栃木市職員研修体系 

○巴波川一斉清掃 

第２１条 (情報共有) 

○広報紙の制作配布 

○ホームページでの情報提供 

○定例記者会見 

〇プレスリリース 

○市政年報 

○ＳＮＳの活用 

○栃木市審議会等の設置及び運営に関するガイド

ライン 

○まちづくり懇談会ふれあいトーク 

○市政メール箱、投書箱、手紙、ＦＡＸ 

○栃木市パブリックコメント手続条例 

第２２条 (情報公開) ○栃木市情報公開条例 

第２３条 (個人情報保護) ○栃木市個人情報保護条例 

第２４条 (参画) 
〇市政への意見・提言の方法 

〇栃木市パブリックコメント手続条例 

第２５条 (協働) 

○とちぎ市民活動推進センターの設置 

○市民活動推進事業「とちぎ夢ファーレ」 

○協働のまちづくりパートナー派遣事業 

第２６条 (住民投票) ○栃木市住民投票条例 

第２７条 (審議会等) 
○栃木市審議会等の設置及び運営に関するガイド

ライン 
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見出し 関連する制度 

第２８条 (意見募集) ○栃木市パブリックコメント手続条例 

第２９条 (市政運営の基本) 

○広聴事業 

○栃木市行政手続条例（審査基準の公開） 

○行政改革大綱・財政自立支援計画 

○栃木市観光基本計画 

〇渡良瀬遊水地ハートランドプラン 

○栃木市環境都市宣言 

○新たな地域自治制度 

○栃木市橋梁長寿命化修繕計画 

第３０条 (総合計画) ○栃木市総合計画 

第３１条 (財政運営) ○予算編成の過程（市ＨＰ） 

第３２条 (行政評価) 

○行政評価制度（市ＨＰ） 

○基本施策評価表・単位施策評価表 

○行政評価年間スケジュール 

第３３条 (外部監査制度) 
○栃木市個別外部監査契約に基づく監査に関する

条例 

第３４条 (行政組織) ○組織機構の見直し 

第３５条 (法務行政) 
○栃木市職員研修体系 

○栃木市地域づくり推進条例 

第３６条 (行政手続) 
○栃木市行政手続条例 

○許認可等の審査基準及び標準処理期間の公表 

第３７条 (職員施策) 

○栃木市人材育成基本方針 

○定期人事異動 

○自己申告書 

○栃木市職員研修体系 

第３８条 (出資団体等) 

○地方自治法第１９９条第７項に関わる財政援助

団体等監査 

○行政改革大綱・財政自立計画取組事項一覧表 

○外郭団体の経営改善 
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見出し 関連する制度 

第３９条 (危機管理) 

○防災無線の整備 

○コミュニティＦＭの整備 

○防災情報ステーション 

○栃木市地域防災計画 

○栃木市水防計画 

○総合防災訓練の実施、地域防災訓練の実施 

○自主防災組織補助制度 

第４０条 (公益通報) ○栃木市公益通報に関する事務処理要綱 

第４１条 (要望等への対応) 

○市政に関する意見・提案等への回答書 

○市長へのアイデア直通便 

○栃木市職員研修体系 

第４２条 (広域連携) 

○自治体間との災害相互応援協定の締結 

○下都賀地区視聴覚ライブラリー協議会規約 

○とちぎ渡良瀬いちご・フルーツ街道 

○関東どまんなかサミット会議 

第４３条 (国際交流) ○栃木市国際交流協会 

第４４条 (市民会議) 
○栃木市市民会議条例 

○市民会議開催一覧（市ＨＰ） 

第４５条 (条例の見直し) ○栃木市市民会議の活動記録 
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・栃木市自治基本条例の見直しに関する市民会議 

開催状況 

平成 27年 5月 13日 第４回自治基本条例部会 

・平成２７年度の進め方について 

平成 27年 7月 22日 第５回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（前文、第１条、第２条、第３条、第５条、第６条） 

平成 27年 9月 30日 第６回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（第７条、第１６条、第１７条、第１８条、 

第２１条、第２２条、第２３条、第３９条、 

第４０条） 

平成 27年 11月 25日 第７回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（第８条、第９条、第１４条、第２４条、第２５条、

第２７条） 

平成 28年 2月 10日 第１０回全体会 

・自治基本条例部会中間報告について 
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平成 28年 5月 11日 第８回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（第１２条、第２９条、第３１条、第３８条、 

第４４条、第４５条） 

平成 28年 7月 1 日 第９回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（第１９条、第２０条、第３４条、第３５条、 

第３６条、第３７条、第４１条） 

・提言書案の中間とりまとめについて 

平成 28年 7月 27日 第１２回全体会 

・提言書案の中間とりまとめについて 

平成 28年 9月 28日 第１０回自治基本条例部会 

・条例の検証作業について 

（第４条、第１０条、第１１条、第１３条、 

第１５条、第３０条、第３２条、第３３条、 

第４２条、第４３条） 

・提言書案の中間とりまとめ関する意見について 

平成 28年 11月 30日 第１１回自治基本条例部会 

・栃木市自治基本条例の見直しに関する提言（素案）

について 

平成 28年 12月 20日 第１４回全体会 

・栃木市自治基本条例の見直しに関する提言（案）

について 
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・栃木市市民会議委員名簿 
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